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《 論　　説 》
障害者雇用促進法における「在宅障害者就業支
援制度」の検討
―「在宅障害者就業支援制度」の実効化試論と「難病クラウ
ドワーカー」の法的保護
田中　建一
Ⅰ　はじめに
1 ．「クラウドソーシング」と「在宅障害者就業支援制度」
　最近、業務の発注者と請負または委任契約を結び、完成物の提供により発注
者から報酬の支払いを受ける委託型就業者（ 1 ）という働き方が注目されてい
る（ 2 ）。とりわけ、WEB サイトを利用することにより、迅速性と大衆性を兼ね
備えた「クラウドワーク」（ 3 ）は、場所的・時間的に制約を受けない柔軟な働き
方であるため、多くの関心を集めている。
　このような中、厚生労働省は、働き方改革での言及を受け、「雇用類似の働
き方に関する検討会」（座長・鎌田耕一東洋大学法学部教授）と「柔軟な働き
方に関する検討会」（座長・松村茂東北芸術工科大学教授）を立ち上げ、「クラ
ウドワーク」を含めた労働者類似な者の法的保護に関する検討を進めている。
（ 1 ）　鎌田耕一「個人請負・業務委託型就業者をめぐる法政策」季刊労働法241号57頁。
（ 2 ）　鎌田教授は、鎌田耕一編著『契約労働の研究』（多賀出版、2001年）において、「契約労働者」
の実態調査を行ったうえで、いくつかに類型化し、その法的保護の全体像を体系的に示されてい
る。その後も、「労働者類似の者の法的保護」の揺るぎない研究を継続されている。
（ 3 ）　厚生労働省『在宅ワークのためのハンドブック』では、「クラウドソーシングとは、クラウドソー
シング事業者が運営する WEB サイト上で、発注者と在宅ワーカーをマッチングさせる仕組みの
こと」としている。
東洋法学　第61巻第 3 号（2018年 3 月）
235
　「クラウドワーク」は、パソコンやスマートフォンなどの情報通信機器さえ
あれば、働く場所を選ばずため在宅就業を可能とするため、移動が困難な難病
者にとっても見逃すことのできない働き方である。もともと、移動困難な重度
身体障害者の在宅就業施策として、重度障害在宅就業推進事業や重度障害在宅
就労促進特別事業（バーチャル工房支援事業）などが実施されてきた。平成18
（2006）年に障害者雇用促進法の改正によって創設された「在宅障害者就業支
援制度」（同法74条 2 項・ 3 項）も、こうした経緯を踏まえたうえで、移動困
難な難病者の一部を制度の対象としている。
2 ．問題提起
　しかし、現行の「在宅障害者就業支援制度」は、以下のような問題を抱える
ため極めて実効性の乏しい制度となっている（ 4 ）。第一は、障害者雇用促進法上
の制度でありながら、ほとんど一般には知られていないことである。とりわ
け、経済的メリットが与えられる企業にも、その周知がなされていないことは
大きな問題である（ 5 ）。第二は、この制度で重要な役割を担う「在宅就業支援団
体」（法74条 3 項）に、ほとんどメリットがなく負担（ 6 ）だけが大きいことであ
る。第三は、対象障害者の範囲が限定的で、移動困難な難病者（ 7 ）の一部しかこ
の制度の対象にならないことである。
　そこで、本稿では、「クラウドソーシング」の活用という技術的手法によ
（ 4 ）　吉見憲二、藤田宣治、筬島専「在宅障害者就業支援制度から考えるテレワークと障害者雇用」
情報通信レビュー 2 　2011年では、「在宅障害者就業支援制度は、障害者雇用分野におけるテレ
ワーク活用という当初の期待に応えられないでいる」とする。
（ 5 ）　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合支援センター「障害者在宅就業
支援の現状と課題に関する研究」2016年 3 月12頁で、情報サービス業の企業を対象の調査で、特
例調整金について、「見聞きしたことがない」が全体の 3 分の 2 を超えていると報告している。
（ 6 ）　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合支援センター「障害者在宅就業
支援の現状と課題に関する研究」2016年 3 月14頁で、「十分な受注量が確保しにくいという実態
は危機的な状況にあると言える」としている。
（ 7 ）　2014年に成立した難病法は、基本方針で就業支援の措置を講じることを明確に規定し、350余
の具体的疾病を列挙する。
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り、「在宅障害者就業支援制度」の実効化試論を呈示し、併せて「難病クラウ
ドワーカー」の法的保護の検討を行う。
　以下で、現行の「在宅障害者就業支援制度」の問題点（Ⅱ）を検討したうえ
で、「在宅就業支援団体」と「プラットフォーム」（ 8 ）の共通性（Ⅲ）に着目し、
「クラウドソーシング」の活用による「在宅障害者就業支援制度」の実効化試
論を示し（Ⅳ）、さらに、「難病クラウドワーカー」の法的保護の検討を行う
（Ⅴ）。なお、「クラウドソーシング」の議論については、本稿で必要な最小限
の範囲にとどめる。
Ⅱ．現行の「在宅障害者就業支援制度」の問題点
1 ．「在宅障害者就業支援制度」
　「在宅障害者就業支援制度」（以下、「支援制度」という）とは、平成16
（2004）年の「障害者の在宅就業に関する研究会報告書」（座長：諏訪康雄法政
大学大学院教授）に基づき、平成18（2006）年の障害者雇用促進法の改正によ
り、障害者の在宅就業支援のために創設された制度である。企業が、在宅障害
者個人（ 9 ）（以下、「個人型支援」という）、または、「在宅就業支援団体」（以
下、「団体型支援」という）に、一定金額以上の請負業務を発注した場合に、
その発注金額に応じて、「在宅障害就業特例調整金」や「在宅障害就業特例報
奨金」を支給して、在宅業務の発注を促進させようとする制度である。また、
発注企業が障害者雇用率未達であった場合には、その企業が支払うべき雇用納
付金を減額するという制度でもある。
　具体的には、特例調整金として、発注企業（常時雇用する労働者が101人以
上）から在宅就業障害者への支払額（発注証明書）を評価額（35万円）で除し
（ 8 ）　プラットフォーマーについては、中村天江「プラットフォーマーという雇われない働き方」季
刊労働法256号68頁以下。
（ 9 ）　事業主が、直接、在宅障害就業者に業務を発注し、特例調整金・特例報奨金の支給を受ける場
合には、「事業主による在宅就業契約の締結等に係る基準」（障害者雇用促進法施行規則36条 2 ）
によって在宅就業契約を締結しなければならない。
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て得た数（小数点以下切り捨て）に調整額（21，000円）を乗じて得た額が支給
される。これと同様に、特例報酬金は、発注企業（常時雇用する労働者が100
人以下）から、在宅就業障害者への支払額を評価額（35万円）で除して得た数
に調整額（17，000円）を乗じて得た額が支給される（10）。
2 ．「在宅就業支援団体」の役割り
　この制度において、最も重要な役割を担うのが「在宅就業支援団体」（以
下、「支援団体」という）である（11）。その具体的な役割として、①在宅就業者
へ請負わせる業務の確保、②支払報酬の決済、③発注企業に対しての完成品の
納期・品質の担保、④技能習得のための教育訓練などを挙げることができる。
このうち、在宅業務の継続的確保が実務上、最も重要な役割となっている。
　また、「支援団体」の登録要件として、①在宅就業障害者に対して、就業機
会の確保・提供のほか、職業講習、職業支援等の援助を行っている法人である
こと。②常時10人以上の在宅就業障害者に対して継続的に支援を行うこと。③
障害者の在宅就業に関して知識及び経験を有する 3 人以上の者（内 1 人は専
任）を置くこと。④在宅就業支援を行うことなどが規定されている。このよう
な厳しい要件のもとで、「支援団体」として登録しても、ほとんどメリットが
ないため、 3 年毎に行われる登録更新を打切る団体も見られる（12）。平成29
（2017）年現在の「支援団体」の登録は、全国で22団体にとどまっており、制
度創設以来20年以上経っても、顕著な増加を見ることができないでいる。
（10）　高野鋼「障害者の就労支援と在宅ワーク―在宅商業障害者支援制度の実態と問題点―」広島国
際大学医療福祉学科紀要第 8 号2012年 3 月で、「雇用率未達成企業から徴収した障碍者雇用納付
金を、雇用以外の在宅就業に対して特定調整金や特例奨励金として支給している点が問題である
と」と指摘している。
（11）　「在宅就業支援団体」の実態については、高野鋼「障害者の就労支援と在宅ワーク―在宅商業
障害者支援制度の実態と問題点―」広島国際大学医療福祉学科紀要第 8 号2012年 3 月、吉見憲二、
藤田宣治、筬島専、前掲 4 ）などが詳しい。
（12）　山岡由美「精神障害症のある人たちのテレワークの可能性と在宅就業支援の課題」岩手県立大
学社会学部紀要第15巻2013年 3 月号23頁。
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3 ．「個人型支援」と「団体型支援」
「個人型支援」は、障害者自身が、契約内容に従って、委託業務の進捗管理や
納品管理を行わなければならないため、形骸化していると言わざるをえない状
況にある。
　これに対し、「団体型支援」は、「支援団体」が前述したような役割を担うた
め、在宅障害者自身の請負業務に付随する負担は、大きく軽減される。「支援
団体」のほとんどが、従来から、障害者の草の根的に在宅就業支援を行ってい
た福祉団体や NPO を母体としているという経緯からも、「団体型支援」の方に
比重が置かれてきたのも当然であったと言えよう。
4 ．「支援制度」の対象障害者
　現行の「支援制度」対象障害者は、障害者雇用率制度、障害者雇用納付金制
度と同じく、身体障害者、知的障害者及び精神障害者であるとされている（雇
用関係にある者を除く）。このうち、身体障害者は、身体障害者手帳取得者だ
けでなく、「在宅就業支援団体関係業務取扱要領」（以下、「業務取扱要領」と
いう）により、当分の間、都道府県知事の定める医師若しくは産業医による障
害者雇用促進法別表に掲げる身体障害を有する旨の診断書・意見書によって確
認を行うことが認められている（ただし、心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう若
しくは直腸、小腸又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害について
は、当分の間、指定医によるものに限る）。
　しかしながら、別表の身体障害者に該当しないこと等により、身体障害者手
帳を取得できない移動困難な難病者も少なくない（13）。また、難病が就業可能年
齢で発症した場合、移動困難ということを除けば、労働能力を十分に有してい
る場合がほとんどである。
　こうしたことから移動困難な難病者がこの制度の対象から漏れることのない
（13）　たとえば、平成22年度の身体障害者手帳の所有率（特定疾患調査解析システム）は、①筋萎縮
性側索硬化症53．2％、②脊髄小脳変性症53．1％、③悪性関節リュウマチ43．2％となっている。
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ように、業務取扱要領の対象障害者に「移動困難な難病者」を加えることの検
討が必要とされている（14）。
Ⅲ．「クラウドソーシング」と「在宅障害者就業支援制度」の共通性
1 ．「クラウドソーシング」の形態
　「クラウドソーシング」は、基本的に、委託業務の発注者（以下、「クラウド
ソーサー」という）、委託業務を受注し完成物の納入者（クラウドワーカー）、
WEB 上で委託業務の仲介を行う運営事業者（プラットフォーム）の 3 者が関
係するオンライン上のアウトソーシングである。 3 者の関係は一様ではなく、
2 者関係とみなければならない場合もあり（15）、これらの者がいかなる法的関係
にあるのかの解明が課題となっている（16）。
　こうした状況にあって、本稿では、便宜的に、「クラウドソーシング」の形
態を以下の 3 つに大別する。第一は、「クラウドワーカー」が、「クラウドソー
サー」から直接業務を請負い、納品するタイプである。（以下、「直接発注型プ
ラットホーム」という）。第二は、仲介事業者が「クラウドソーサー」から業
務を請負い、その業務を「クラウドワーカー」に再発注し、業務を取りまとめ
て「クラウドソーサー」に納品するタイプである（以下、「請負型プラット
ホーム」という）。第三は、仲介事業者が提供する WEB 上で、「クラウドソー
サー」と「クラウドワーカー」が直接、業務請負契約を結び、前者が後者に成
果物を納品するタイプである（以下、「仲介型プラットホーム」という）。
　現行では、「クラウドソーシング」の法的位置づけが定まらない状況にあ
る。しかしながら、「支援制度」においては、「特例調整金」や「特例報奨金」
の支給対象が、「クラウドソーサー」であるのか、「プラットフォーム」である
のかが重要な問題となる。「プラットフォーム」自体が「支援団体」とならな
（14）　山岡由美前掲12）で、「障害者の在宅就業に関する研究会」での主たる検討対象は身体障害者
であり、その中でも肢体不自由者を想定したものであるとする。
（15）　毛塚勝利「クラウドワークの労働法学上の検討課題」季刊労働法259号54頁。
（16）　石田眞「クラウドワークの歴史的位相」季刊労働法259号76頁。
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い限りは、制度主旨を重視して、「クラウドソーサー」を支給対象とする方向
で検討していくべきであろう。
2 ．「プラットフォーム」と「支援団体」の役割の共通性
　「支援団体」と「プラットフォーム」は、「委託業務の仲介」という主たる役
割においての共通性をもつ。そのほかにも、①報酬支払決済、②納品管理、③
トラブル防止などの機能面にも共通性がみられる。こうしたことから、「支援
団体」が「クラウドソーシング」を利用することにより、その役割や機能を
「プラットフォーム」にそっくり移管したとしても、特段の支障は生じないで
あろう。
Ⅳ．「クラウドソーシング」活用による「在宅障害者就業支援制
度」の活性化試論
1 ．「支援制度」の「クラウドソーシング」活用メリット
　このような「支援団体」と「プラットフォーム」の共通性を前提すれば、
「在宅障害者就業支援制度」が「クラウドソーシング」を活用することにより、
以下のようなメリットがみられ、「支援制度」の実効性の確保が期待できる。
　その第一は、「クラウドソーシング」は、WEB を利用して不特定多数に大規
模な委託業務の募集を行うため、在宅業務の確保が容易となることである。第
二は、「支援団体」の代金決済や納品管理などの役割が「プラットフォーム」
に移管することにより、「支援団体」の負担が大きく軽減することである。第
三は、「クラウドワーカー」の登録手続きの際に、「支援制度」における業務発
注企業の経済的メリット等を紹介することで、「支援制度」の周知が大きく前
進することになる。
2 ．「支援団体」と「プラットフォーム」の連携
　「団体型支援」では、「支援団体」が企業から発注された業務を一旦、受託
し、それを再委託するという方法で障害者の在宅業務を確保している。「支援
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団体」が「請負型プラットフォーム」と連携（17）すれば、「支援団体」の役割が
「プラットフォーム」へそっくり移管することになり、発注業務の確保は、も
ちろん、報酬の決済業務など「支援団体」の負担が大きく軽減し、教育訓練な
どの本来的な難病者支援に比重を置くことができる。
　今後は、前述の「直接発注型プラットフォーム」のように、「支援団体」自
身が WEB 上の仲介事業者となって、請負型プラットフォームを運営するとい
うことも検討すべきであろう（18）。
3 ．「個人型支援」と「プラットフォーム」の連携
　前述したように、「個人型支援」は、形骸化の様相を示し利用がほとんどな
い。しかし、「クラウドソーシング」を活用することにより、「個人型支援」に
飛躍的な実効性の確保の期待ができる。「個人型支援」が敬遠される理由の一
つは、個人では成果物の納期管理が難しいことである。もう一つは、報酬の支
払い決済の問題である。これらは、「仲介型プラットフォーム」の利用によ
り、大きく改善されることになる。
　一方、「直接発注型プラットフォーム」や「請負型プラットフォーム」を利
用した場合であっても、「プラットフォーム」の運営内容によっての違いが見
られるが、移動困難な難病者が大規模な受託業務の提供を受けられるという大
きなメリットを持つことに変わりがない。
Ⅴ．「難病クラウドワーカー」の法的保護
　本稿では、難病者の在宅就業という視点から、「クラウドソーシング」を積
（17）　金融財政事情2017年11月号18頁で、佐賀県多久市がプラットフォーム運事業者と連係した「ロー
カルシェアリング事業」を実施し、育児中の主婦等をターゲットとした在宅ワーカーを育成して
いることを紹介している。
（18）　「難病特別推進事業について」（平成10年 4 月 9 日健医発第635号都道府県知事、政令市長、特
別区長宛、厚生省医療局長通知・平成23年 3 月25日健発0325第 4 号厚生労働省健康局長通知）に
基づいて設置されている都道府県単位の難病相談支援センターでの検討もありえよう。
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極的に評価し、「難病クラウドワーカー」（本稿では、在宅障害者就業支援制度
の対象となる難病者及びその対象とならない移動困難な難病者で「クラウド
ワーク」に従事する者をいう。）を委託型就業者の一形態として肯定的に検討
してきた。しかし、現行では、「難病クラウドワーカー」は、労働保護法の対
象から外れ、物の製造に従事する者以外は、家内労働法の対象からも外れてし
まうことになる。
　そのため、委託型就業者（19）の一形態である「難病クラウドワーカー」の最低
報酬などの法的保護の検討が必要とされている。前述の「柔軟な働き方に関す
る検討会」でも、「自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン」（案）
（以下、「ガイドライン（案）」という）を提示している。本稿では、これらを
踏まえ、以下の 4 点について検討を進める。
1 ．業務請負単価の最低基準設定
　現行の「クラウドワーカー」が抱える一番の問題点は、報酬の低さであ
る（20）。発注者は、瞬時に、不特定多数に、大規模な委託業務の募集を行うこと
ができるため、通常よりも低い報酬で募集することが可能となる。そのような
ことから、最低基準を設けなければ報酬の下降化を防ぐことは難しいことにな
る。
　こうした状況にあって、委託業務に標準作業時間（21）を設けるという方法は検
討に値する。この方法は、平均的就業者が具体的な委託業務を完成するための
必要時間を設定し（標準作業時間）、その作業時間に、時間単価を乗じて報酬
額を算出するという方法である。標準作業時間に最低賃金を乗じることによっ
（19）　「委託型就業者の就業実態と法的保護」（鎌田耕一・長谷川聡・田中建一・内藤忍）日本労働法
学会誌2017年19頁以下など。
（20）　毛塚勝利「クラウドワークの労働法学上の検討課題」季刊労働法259号は、「最低報酬規制が就
労者の保護として最も必要性の高いものである」とする。
（21）　標準作業時間の設定は簡単ではないが、平均的就業者が決められた作業条件で標準の速さと精
度で作業を行い完成させるために必要な時間（基本時間＋余裕時間）をいう。
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て最低報酬の保証基準が設定できる（22）。また、「難病クラウドワーカー」の業
務評価や経験により、時間単価にランクを設け、それを標準作業時間に乗じる
ことで、より公平な報酬設定が可能となり、不当に安価な請負業務の受託が防
止できる。
2 ．継続的業務の確保
　「クラウドワーク」は、ギグ・エコノミー（23）と呼ばれるように単発の業務が
多いという特徴を持つが、請負契約の確実な履行により、請負業務が継続する
場合がある。こうした場合には、業務打切りに対しての保護が必要となる。
　ガイドライン（案）は、 6 月を超えて月 1 回以上自営型テレワークに仕事を
注文している等継続的な取引関係にある注文者は、自営型テレワークへの注文
を打ち切ろうとするときは、「速やかに、その趣旨及び理由を予告すること」
としている。
　また、「支援制度」においては、「個人型支援」では、「事業主による在宅就
業契約の締結等に係る基準」（障害者雇用促進法施行規則36条の 2 ）により、
「団体支援」では、「業務取扱要領」により、それぞれ、 6 月を超えて継続的に
同一の在宅就業者に就業の機会を提供しており、当該在宅就業者に引き続いて
継続的に就業機会の提供することを打ち切ろうとするときは、「遅滞なく、そ
の旨を当該在宅就業者に予告すること」としている。「遅滞なくとは、30日前
に予告することが望ましい」との解釈もなされている。
3 ．健康確保措置
　健康上の提供についてガイドライン（案）では、注文者が自営型テレワー
カーに健康情報を提供する場合には、平成14年 4 月 5 日付基発第0405001号
「VDT 作業における労働衛生管理のためのガイドラインについて」及び平成25
（22）　長谷川聡「委託型就業者の法的保護―最低報酬保障、解約、契約更新規制を中心に―」日本労
働法学会誌130号30頁で、イギリスの最低賃金制度を参考した最低報酬保障を提案している。
（23）　ダイアン・マイケル著、門脇弘典訳『ギグ・エコノミー』（日経 BP 社、2017年）。
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年 6 月18日付基発0618第 1 号「職場における腰痛防止対策の推進について」を
参考とすることが望ましいとしている。
　これとは逆に、注文者への成果物の納期の延長の配慮を求める場合などは、
「難病クラウドワーカー」から注文者への健康情報を提供することが必要とな
るであろう。具体的な方法として、たとえば、一つには、「事業場における治
療と職業生活の両立のためのガイドライン」（24）で示された主治医の意見書を活
用した病状の提供が考えられる。もう一つは、難病者自身の血圧、体重、体温
などの継続的な健康情報を提供すること（25）が考えられる。
　また、健康確保措置として、長時間労働の防止は重要なことである。ガイド
ライン（案）では、 1 日 8 時間を上限の目安として示しているが、雇用型、非
雇用型を問わず、複数の就労を行う場合の就労時間の合算の問題を検討する必
要がある。加えて、長時間就労による精神的疲労との関連性も検討していくこ
とが必要であろう。
4 ．災害補償
　「難病者クラウドワーカー」にあって、上肢障害や腰痛などは健康確保措置
を講じたとしても皆無にすることは難しいため災害補償の検討が必要となる。
現行では、「クラウドワーカー」に限定した災害補償の具体案は見られない
が、委託型就業者の災害補償というレベルで、以下の提案がなされており参考
となる。
　第一は、特別加入の加入者の範囲を拡大することにより、「クラウドワー
カー」にまで、補償の範囲を広げるという提言である（26）（以下、「特別加入範囲
拡大方式」という）。もう一つは、委託型就業者のための災害補償制度を創設
（24）　平成28年 2 月厚生労働省「治療と仕事を両立させることを目的としたガイドライン」。
（25）　独立行政法人千葉大学付属病院が総務省「クラウド型 EHR 高度化事業」で開発した「SHACHI」
は、血圧、体重などの個人日常的健康情報と医療機関の診療情報の入力により、健康変化への対
応もできる有用なアプリである。
（26）　安西愈「フリーランスにも特別加入を」月刊総務26頁2017年 8 月号30頁。
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するという提言（現時点では「クラウドワーカー」は含まれていない）である
（以下、「新災害補償保険方式」という）。両者の提言の主な違いは、加入方式
と保険料負担にある。「特別加入範囲拡大方式」の特徴は、①任意加入、②委
託型就業者保険料全額負担、③団体加入を特徴とする。一方の「新災害補償保
険方式」は、①強制加入、②保険料委託者受託者折半③個人加入を特徴とす
る（27）。
　また、「新災害補償保険方式」の立場から、一回限りの単発契約は、本体と
別枠で特別な加入制度を設け、任意加入、かつ、加入者保険料全額負担で補償
すべきであるとの提言がなされている（28）。
Ⅵ．おわりに
　「クラウドソーシング」は、移動困難な難病者にとって場所的・時間的に拘
束されない働き方であるため、極めて有用な働き方である。しかしながら、現
行では、労働法の保護から漏れる「クラウドワーカー」をめぐっての法的議論
は緒についたばかりである。そのような状況であるにもかかわらず、本稿で
は、敢えて、「在宅障害者就業支援制度」の実効化の確保のための具体的手段
として、「クラウドソーシング」活用の試論を提示した。それは、難病者の就
業が、単に、所得確保だけにとどまるものではなく、自己実現という大きな意
義をも有しているからである。
　今後、在宅就業を可能とする「クラウドソーシング」という新しい働き方の
法的議論が高まる中で、「在宅障害者就業支援制度」の議論が浮上することを
期待したい。
 ―たなか　けんいち・東洋大学非常勤講師―
（27）　田中建一「委託型就業者の災害補償」日本労働法学会誌2017年33頁以下。
（28）　有田謙司「第10章安全衛生・労災補償の法政策と法理論」日本労働法学会編『講座労働法の再
生第 3 巻労働条件の課題』（日本評論社、2017年）223頁。
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